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! Abstract 
i In order to evaluate the reduction effect of electric vehicles (EVs) on various atmospheric environmental loads. 

! we have performed Life Cycle Inventory (LCI) analysis. including the installation of charging stations and regional. 

seasonal and temporal difference of the energy mix of electricity generation. 

For an EV converted from a small gasoline vehicle. regional LCI analysis was carried out as the following steps; 

①location of the charging stations.②modeling of charging characteristics of station users.③calculation of 

temporal life cycle emission intensities of CO2. NOx and SOx by regions. seasons and days. Assuming that total 

traveling mileage is 100.000km. the electricity consumption rate is 0.119k Wh/krn and the charging and discharging 

efficiency is 70%. average life cycle emission of CO2 for that EV was 3.6t-C throughout Japan. However. if we took 

regional difference into account. the emission ranged over 70-160% of the average amount. It was revealed that 

the regional difference of the primary energy mix significantly affected the emissions of EVs during the operation 

phase. 
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1. はじめに

自動車による大気環境間題は，排気ガスによる沿道周辺

住民への健康被害のような局所的な領域にとどまらず，

CO2排出による温暖化に代表される地球的な規模にも及

ぶわが国における自動車の趨勢は，その利便性のため，

保イ［台数は増加傾向にあり，バブル経済のiii壊後もガソリ

ン，軽袖の燃料消費濯tは堺え続けている．特に， 80年代後

半からはレクレーショナルビークル，いわゆるRV車の台

頭，安全対策による車両重拡の増加，オート マチック車の

将及などを背景とし，輸送効率（燃料消骰試／km・人）が

悪化に転じている ＇’.京都謡定内で2010年頃のCO叶非出量

を1990年値と比べて 6％削減を合意したわが国にとって，

総ij|．,'1，'油の約2割を占める辿輸部門，とりわけ乗用車や貨

物車等の自動車起源による排出は，そのうち約90％を占め

る現状であり叫早急な改将が必要である．

現在，燃料消費率の向上，交通渋滞の緩和を初めとする

排出抑制策に加え，電気自動車 (EV)，燃料軍池車などの

無排出ガス車 (ZEV: Zero tailpipe Emission Vehicle) 

の開発が実用化に向けて行われている．従来の内燃機関自

動車と比較し，価格の割高感や性能の未成熟さが残ること

から，短期間で急速な普及は望み難いが， ZEVの大気棗

桜改蒋に対する有効性は，将来的には大いに期待できる．

ZEVの環境負荷低減効果を 明らかにするためには，ラ

イフサイクルアセスメント (LCA)による評価が必要であ

り，特にEVについては，これまでに幾つかの研究事例3.51

が報竹されている． EVに関する大気環境負荷は充遁段階

における発電所からの間接負荷が大きな原因であり，その

紐：は全負荷似の約5割を占める凹 したがって，充軍段階に

おける塚橙負荷星の精度は全体の評価に大きな影翠限を与え

ると考えられ，充電段階における負荷を詳細に検討するこ

とが非常に璽要である ．

しかし，従来の研究では充雷による負荷砿をわが国の代

表的な発厖構成に基づく平均的な排出係数（環桜負荷屈

/kWh)によって算出していることが多く，本来，地域や

時間俯によって異なる排IL|＼係数の実態が反映されていな

い．そこで本研究は充軍時の排出係数を地域別に時間恐侮

の発虚構成に基づき 算出し，より 実態に近いEVの塚檄負

荷低減効果を定羅的に評価した．
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2.分析方法

本研究ではEVに関するライフサイクルインベントリ分

析 (LCI分析）を車休の生産段階，充祉施設の整備段階，

充電段階 （走行段階），廃菓段階に大別し，各段階につい

て積み上げ法と産業関連分析法によるインベン トリ データ

とを併用し環境負荷醤を拙定した．対象とした物質はCO2,

NOxおよびSOxである．

特に，走行段階では， EVの利用者層を設定し，各利用

者層の一日あたり の充電屈と充電時間帯のモデル化を行っ

だ さらに，わが国の各地域の電力需給状況を考慮し，発

電システムの製造 ・運営・維持等に関する負荷最を加えた

充電に関する排出強度 （環境負荷鼠／kWh)を算出し，充

電時間帯モデルに したがって走行段階における排出紐を計

算した．これと 車1本製造，充電施設および廃梨段階につい

ての結果とを合わせ， EV一台あたりのライフサ イクル環

境負荷趾を求めた．

また，深夜電力の利用によるEVのライフサイクル環境

負荷姑の変化を定蜀的に明らかにした．以下，それぞれの

手法を詳細に述べる．

表 1 EV車体製造，充電施設に関する各種環接負荷量

ライフサイクル項目
探境頁荷項目

C02(t-C/台） NO, (kg/台） SOX (kg/台）
EV車体製造段階 I 09 S 28 4 33 

EV廃棄段階” 0 002 0 006 0 005 

充電施設股備段階．．） 0 45 2 06 I 77 

充電施設整備段階＂り 0.17 I 00 0 69 

＊）小製乗）ll車と同一値を仮定 ＊ ＊）裕泣池の整備を行う場合
＊ ＊ ＊）恕遣池の整備を行わない場合

2.1 車体製造，充電施設整備，廃棄段階

ライフサイクルを考慮したEVの車体製造，廃棄に関す

るEV一台あたりのCO2,NOx, SOAJ「出拭は既報の値7-8) を

引用した．充電施設の設備は蓄電池を利用する場合と， し

ない場合の 2通りを考え，その排出岱は既報61と同様に符

出した． EV一台あたりの車体製造，充粛施設，車休廃棄

に関する各種環境負荷屈を表 1にまとめる凡

2.2利用者層別の充電パターンのモデル化

マイカ ーと してEVを利用する場合，基本的には深夜雷

力を利用した家庭での充電（ホーム充氾）が主要となること

が予想される．しかし，内燃機関自動車か らの代替を可能

にするには家庭外の充電施設の活用，すなわち非ホーム充

軍が不可欠であり，利用者の充電時間帯は多様化すること

が考えられる．家庭外での充電施設における充電時間哨の

設定にはこれまで， 小柳 らり］の正規分布に従う充電時刷帯

の発生確率を与えたモデルや，石原ら 10] の現在設置されて

いる充電施設における実測パタ ーンを応用したモデルなど

がある ．我々は南カ リフ ォルニアの例を参考にした既報Ill

に従い充電施設の設懺場所を想定し，設附場所の利用状況

から家庭外での充電時間帯のモデル化を次のように試み

た．モデル化の概念を図 1に示す．

まず，利用者陪を自動車の主な利用目的に従い大別した．

充電施設の設似場所が会社 ｀ ンョッヒ./グセンタ ー， レジ

ャー施設などを中心とした，充電を主たる目的とせず，他

の目的で当該施設を利用する場所を想定している ことから叫

これらの施設の利用頻度が高いと考えられる利用者陪を設

注）この場合の遥力梢骰に伴う炭檄負1府砿は，平均屯源構成に基づき岱：出
した．
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p(x) 。
・p(x)の関数形を国民調査に基づく施設利用度から利用者層 ｝
別地域季節休日・平日別に作成

・時間［までの面積が充電施設を利用し始めたEV台数N(r) : 

---------------------------------------------------------------------,, 

X=I 

i・充電所要時間万後に充電を終了し始める

[ ・N(1)とN(t-T)との差が充電中のEV台数NC(t)

入、 三 (t)をグラフ化する

11---------------
① 

------------------

夕--- -T) 

に，＼

充電施設を利用しているEV台数NC(!)

N, (1)= N(r)-N(t -r) 

充電施設による電力需要

D(t)＝JNし(t)C〉＜仁］
゜~ ~ 

T充電時間

• N"(t)の充電施設の供給電力f倍がEV一台 i 
一日あたりの充電施設における電力需要 i 

図 1 充軍施設におけるEV一台あたりの充雷による地）J需要のモデル化概念
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定した．すなわち，①通勤や営業活動等に車を利用するこ

とが主たる自動車の利用目的であり，会社の駐車場に設置

されている充電施設を利用する会社員層，②ショッピング

センター，役所，病院等へ行く場合の利用を目的とし，そ

れらに設置された充電施設を利用する主婦層，③遊園地，

美術館等のレジャー施設やホテル・旅館，図書館などへの

移動に主に車を使用するその他の層，に分類した．また，

会社員層は通勤利用層と仕事利用層とに区別した．

次に，各利用者層が充電設備のある施設へ行く場合は，

充電設備を必ず利用すると想定し，「国民生活時間調査」＂）

から各利用者層が最も立ち寄る充電設備設置場所の利用状

況を調査した．さらに，設置場所が利用可能な時間帯を考

慮し，ある時間“における当該施設に関する時間別利用

割合 u(x)を地域別に作成した．施設の利用割合と充電設

備の利用割合は類似すると仮定し，式(1)に従い， u(x)か

ら各層の時刻別の充電開始確率を決定した．

u~) 
p(x)=~(O:;;;x:;;;24) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 

Ju~）血

したがって，時刻までに充電を始める確率（全台数を1と

したEV台数） N(t)は，

N(t) = fp(x)血 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2)

と表現することができ（図 1-A)，充電の所要時間をTと

すると，時刻で t充電中であるEV台数 Nc(t)は，

Nc(t) = N(t)-N(t -T) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3) 

と書ける（図 1-B)．充電の供給電力を /(kW) とし，

EV一台の充電による電力需要 D(t)を式(4)のようにモデル

化した（図 1-C). 

D(t) =f ・Nc(t) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4) 

なお，ホーム充電については，これとは別に午後11時よ

り行われ，その電力需要を H(t)とした． D(t)は4つの利

用者層を対象に， 10地域別（北海道，東北，東京，中部，

北陸，関西，中国，四国，九州，沖縄（九外lと同様と仮定）

に休日と平日の相違を反映させ，合計80パターンを作成し

た．

表2 設定した各利用者層の充電条件

充電条件項目
会社員層 会社員層 主婦層

（通勤） （仕事） （買い物等）

走行距離(km/日） 36.75 53.45 36.75 

充電電力量(kWh/日） 6.25 9.09 ') 6.25 

充電所要時間（時間l日） 0.52 0.38 0.52 

充電施設利用頻度（回／週間） 5 5 3.37 

ホーム充電頻度（回／週間） 2 5..） 3.63 

ホーム充電所要時間（時間／日） 4.17 3.03 ●●*） 4.17 
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充電条件の設定

充電条件として，充電所要時間，充電頻度 (1週間にお

ける充電施設の利用回数），充電施設の供給電力を設定す

る必要がある．本研究では各利用者層の充電所要時間を次

のように求めた．

従来の内燃機関自動車からEVへと移動媒体が変更され

ても，走行距離に大きな変化はないと考え，現在の 1日あ

たりの平均燃料消費量 (ke) と燃料消費率 (km/ke)から

走行距離を推定した．会社員層（通勤利用），主婦層，そ

の他については自家用自動車（ガソリン車）を基に， 1日

あたりの平均走行距離を36.75km12)とした．また，会社員

層（仕事利用）に関する走行距離は，統計表等から代表的

な数値が得られなかったことから，都市部で活動する営業

車の実測値1” を基準走行距離とし，全国市区可住面積の平

均値およぴ基準活動都市の可住面積から式(5)に従い，平均

走行距離＝53.45kmと設定した．

L=L≪{-f ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5) 

次に， EVの燃料消費率を0.119kWh/km, 充放電効率を

70％とし叫利用者層ごとに定めた走行距離から充電電力

量をそれぞれ求めた．充電施設の供給電力 fを南カリフ

ォルニア州の例15)を参考にわが国の規格を考慮し， 12kW

(200V, 60A) と設定して充電所要時間を定めた．

充電頻度については，各利用者層が平日および休日（土

曜日を含む）にそれぞれ，何度充電施設を利用するかを統

計調査結果＂）から当てはめ，月ごとにその回数を決定した．

EVの大規模な普及を目的とする，南カリフォルニア ')•I•I

の例では，設置費用等を行政側が支援することにより充電

施設の積極的な設置を行っている．さらに，設置後 3年間

は充電費用を充電施設の所有者側に負担させている．これ

は， EV利用者に充電施設の利用を推奨することにより，

1充電あたりの走行距離が短いという，現在のEVの欠点

を補い， EVの購入を後押しすることを狙っている．また，

充電施設の所有者は，充電費用を自己負担し， EV利用者

に対し無料化することが集客要因として機能することを期

待している生

その他 ＊）昼間と深夜時間帯に分けて充霧を行う

（レジャー等） ＊＊）充電施設での深夜時間帯における充電頻度

36.75 ＊＊＊）会社員層（仕事）は深夜時間帯における所要時間

6.25 

0.52 

2.58 

4.42 

4.17 
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図2 関西地区（平日）における利用者層別の非ホーム充

電による電力需要

こうした先行事例から，本研究ではEVの利用者にとっ

て充電施設での充電が無料または，ホーム充電の充電費用

より割安であると仮定し，充電施設利用日にはホーム充電

はされず，ホーム充電は深夜時間帯にのみ，午後11時より

l.5kW (IOOV, ISA) 15)の電力で行うとした．また充電時

の電力を送電端の電力に換算するために地域別の送配電損

失率16)を考慮した．

利用者層別に充電頻度と非ホーム充電及ぴホーム充電と

の関係をまとめる．

・会社員（通勤） •••平日は通勤後，会社等の駐車場にある

充電施設で充電し，休日は，ホーム充電を行う．

・会社員（仕事）…仕事に利用するEVは充電施設のみで

行われるが，会社駐車場などに設置されている充電施設

における充電は他と異なり，充電費用の負担が設置者，

すなわち会社側へ掛かることから，電力料金の比較的安

価な深夜時間帯へ傾斜すると想定した．すなわち，平日

の1日あたりの必要充電量を 2回に分け，昼夜でそれぞ

れ充電する．休日は充電を行わない． ． 

・主婦（買物），その他（レジャー等）…それぞれの施設

利用率から 1週間の平日，休日別の利用日数を決め，利

用した日は，当該施設にて充電を行う．それ以外の日は

ホーム充電を行う．

表2に充電条件をまとめ，図 2に関西地域の平日におけ

る利用者層別の非ホーム充電による電力需要を示す．

表3 設定した地域名と対応する都道府県

珂蔵系
①北海道地域

②東北地域

③東京地域

④中部地域

⑤北陸地域

⑥関西地域

⑦中国地域

⑧四国地域

⑨九州地域

⑩沖縄地域

北海窟

青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新潟
茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，山梨
長野，岐阜，静岡，愛知，三重
富山，石川，福井
滋賀，京都，大阪，奈良，兵庫，和歌山
鳥取，島根，岡山，広島，山口
徳島，香川，愛媛，高知
福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮城，鹿児島
沖縄

該当する都道府県

エネルギー・資源

2.3充電時の排出強度の算出

充電時の排出強度は，充電を行う地域，季節，曜日，時

間帯に応じて異なるため，次のように充電時の排出強度

e(t)を求めた．地域は電力会社の供給域ごとに考慮し，充

電施設利用者層の地域区分と同一とするため，本研究の地

域名は表 3のような都道府県に該当するものとした．また

季節は春夏秋冬をそれぞれ反映させた．

まず，地域ごとに季節別，休日・平日別，時間別の電源

構成別負荷曲線（送電端）をヒアリング及ぴ統計表16)に基

づき詳細に調査した．これに基づき各発電プラント（石炭

火力，石油火力， LNG火力，水力，原子力等）に応じた

燃料消費に伴う排出量に加え，発電設備の建設，維持等に

よる排出量を含む各種排出係数を負荷曲線にそれぞれ乗算

した．設備建設，運用等に関する排出量は，内山ら 17-18)の

方法に基づき，文献値19)や既報8)の係数を用いて算出した．

さらに，それらを時間ごとの総電力需要と単位時間で割り

戻し，充電時の排出強度（環境負荷量／kWh)e(t)を決定

した．

なお，本研究の充電時の排出強度 e(t)は共同火力等か

らの融通電力に関する排出量を含んでいるため，発電に関

する本来の排出係数とは若干異なる．

電力需要は，同じ季節でも気温に左右され，また発電施

設の定期検査等により，需給状況は変動する．本来ならこ

のような要因も考慮することが望ましいが，データ収集の

制約などから，その作業は非常に困難である．したがって，

本研究では各地域について，季節，平日・休日を代表する

特定日の 8種の電力需要を基に排出強度を算出した．
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時刻

図3 夏季（平日）における充電時のCO2排出強度の地域間

比較

表4 各発電プラントの設備建設・運用等に関する環境負

荷量

環愛負荷砺質 石罠天万 石涌天万 LNG天万 原子万 水万
C02(g-C/kWh) 25.9 12.1 41.1 5.6 4.7 

NO.,（g/kWh) 0.47 0.20 0.07 0.002 0.03 

SO, (g/kWh) 0.21 0.08 0.02 0.001 0.0 1 
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3. 結果と考察

3.1 排出強度の地域・時間的変動要因

今回得られた排出強度 e(t)のうち，夏季平日における

CO叶}|：出強度を 図 3に示す（地域番号は表 3と同じ）．ま

た， 表 4に各発電プラントの設備建設，運用等に関する負

枇ii心を， 表 5に表 4の負俯砿を含む地域別季節別にみた允

龍時の排出強度の平均値（平1」の排出強度を 5' 休日の排

出強疫を 2とした加重平均）を記す．各地域の電源構成の

辿いや使用する燃料種，さらに発霊設備の運用状況の違い

により環境負荷物質の排出強度の地域差が大きい ことがわ

かった．

CO2について本研究で得られた排出強度を年間平均値で

比較すると，文献値191とほぼ同程度であることが確認でき

た．地域別に見ると，火力発軍のみの連用である沖縄地域

や発電構成の中で火力発地の割合が大きい中国地域につい

ては排出強度が他より大きくなっている．また，東北地域

では他社融通分の割合が高く，それらが主として火力発虚

による供給である ことか ら排出強度を押 し上げた結果とな

った．排出強度の地域格差は最大で約3.6倍にも及び，沖

縄地域を除いても約2.4倍ものIjf-lきがある．

時間的な変化を見ると，関西地域や東京地域のように原

子力発電の割合が年問の発軍紐のうち，それぞれ52%,

46% (1998年値）を占めるところでは深夜幣に排出強度が

小さくなる．関西地域では時刻によ ってi立大1.7倍の格差

が生じ，深夜の充電がCO2の排出抑制に貢献する可能性を

確認できた．また，四国地域では原子力発地の割合が45%

と高い上に，夜間における虚力f椅要が少ないため，その時

間帯の火力発軍の割合が非常に小さくなり，排出強度の最

大値と最小値に約2.3倍の述いがみられる ．また，水力発

電の割合が28％と高い北陸地域についても同様に時刻によ

る差が現れている．しかし，中国，東北，中部，北悔道地

域等では， II寺Ilil的変動は小さく，特に沖縄地域のように，

夜間に石炭火力の割合が邸くなるところでは，深夜の充屯

が排出抑制に必ずしも結びつくものではないことが示唆さ

れる ．

NOxやSOxの排出強度も CO2と同様，地域ごとの火力，

原子力等の発露構成比の相辿はもちろん，加えて燃料種の

相遥 (LNGなどの使用状況）や脱硫，脱硝装置の設i姓状

況の違いから，地域，時間ごとに異なる結呆を得た．N0.r

排出強度の地域差は沖縄地域を含めれば被大5.8倍，除い

ても4.6倍あり， SOxについてはそれぞれ20.3倍， 7.3倍もの

迩いがある．沖縄地域が大きいのは火力発軍のみで運用さ

れていることが原因である ．北洵追および四国地域では

LNG火力がないこと，北悔道地域では硫黄分の多い国内

炭の消礼噌lj合が高いために， SOx排出強度が他と比較し大
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きくなっている．時刻による変動は四国地域が最も大きく

NOx, SOxともに2.4倍となった．

3.2 利用者層別の充電段階排出量

利用者陪別に決定した非ホーム充軍，ホーム充祝に関す

る雷力面要 D(t),H(t)と排出強度 e(t)から， 1 Hあたりの

充軍施設での充電による環槌負術斌 Esおよびホーム充‘1じ

による負荷凪 EI，をそれぞれ次のようにt7:出した．

., 
E、=fD(t)e(t)dt ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(6) 

u 

E. = fH(t)e(t)dt ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・(7) 

関匝地域を例に表 2に示した充遁頻炭等の条件に従い，
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表 5

季
節

春

季
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季
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年
平
均
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塁
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海レ']
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1
3
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0

語
0490-14700-148046
紅
一

1
4
7
0
0

東

地域・季節別の充電に関する排出強度

爾

北陸 関西

105.7 66.7 

OJI 0.12 

0.32 0.08 

100.4 81.1 

0.29 0.15 

0.30 0.10 

116.8 65.9 

0.34 0.13 

0.36 0.09 

148.0 76.0 

0.43 0.13 

0.46 0.09 

117.7 72.4 

0.34 0.13 

0.36 0.09 
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0.14 

120.0 

0.19 
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0.14 
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0.18 
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0.18 

0.16 

中国

159.l 

0.44 

0.33 

176.7 

0.50 

0.38 

167.2 
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四 九州

80.2 

0.18 

0.18 

109.6 

0.24 

0.26 

86.2 

0.19 

0.20 

118.5 

0.26 

0.28 

98.6 

0.22 

0.23 

沖縄

265.5 

0.77 

1.86 

253.0 

0.74 

1.84 

254.8 

0.74 

1.84 

257.8 

0.75 

1.85 

257.8 

0.75 

1.85 

各利用者層が10万km走行した場合のC伍排出量を求める

と，仕事利用の会社員層が約L4t-Cと最も高く．夕刻の充

電時間帯の利用が比較的多いレジャー等に利用する，その

他の層が最も小さく 1.2t-Cとなった．燃料消費率と生涯走

行距離が同一であっても充電形態によって負荷量にCO2で

15%, NOxで15%,SOxでは13％の違いが生じた．

3.3 LCI分析結果の地域間比較

EVの充電段階（走行段階）における排出量に車体製造，

充電施設（蓄電池なし）の整備および廃棄による排出量を

付加させたLCI分析の結果を地域別に図 4~6に示す．

こで，走行段階における排出量は，地域毎に各利用者層の

排出量を算術平均した値（利用者層の普及割合が同じ）で

ある．また，ガソリン自動車（図中， GVと表記）の負術

量は既報値6' に， EVとのライフサイクル範囲を同一にす

るため，燃料の採掘，運搬に関する負荷を新たに加味した

値である．

こ

EV一台あたりのライフサイクルCO2排出量は全国平均

で3.6t-Cであった． しかし，地域別に見ると全国平均を基

準としてC伽排出量は約72%~165％とばらついている．

このうち，排出量が最も少ない地域は関西地域で， 2.6t-C

となった．一方，火力発電のみの沖縄地域は最も排出最が

大きく， 5.9t-Cであるが，火力発電以外を持つ地域の中で

も，単位発電あたりの火力発電（融通電力の火力を含む）

の割合が高い，中国，東北地域では比較的排出量が大きい．

また，ガソリン自動車の排出量9.3t-Cに対し， EVの排出量

は28%~64％程度に収まっていることが確認できた．

次に， NOxの排出量であるが，全国平均で13.1kgとなり

既報5) と大きな違いは認められなかった．地域的な差は

CO2よりも大きく，排出量の少ない関西地域から最も大き

い沖縄地域までで．全国平均に対し66%~151％の違いが

確認できた． CO2では中国，東北地域において高負荷であ

ったが， NOxでは沖縄地域に続き，北海道地域の排出量が

高くなった．北海道地域は中国，東北地域と比較し，年間

ベースでの火力発電による供給割合は低いが，表 5からわ

かるように単位電力あたりの排出量が大きい．このことは，

充電時間帯モデルに大きな違いがないことを考慮すると，

LNG火力がなく，石炭系燃料の使用割合が高いことや，

脱硝装置などの設置状況の相違が，排出最に影響を与えて

いると推測できる．ガソリン自動車のライフサイクル排出

量43.9kgと比較すると， EVは8.6kg~19.8kgと約20%~

45％の排出量にとどまる．

so~~出量が大きい地域は沖縄に続き，北海道，四国地

域となった．四国地域も硫黄分を含まないLNG火力がな

く，単位発電最あたりの排出量が高い原因の 1つとなって

いる．全国平均でEVからの排出量は12.2kgで，地域別で

は51%~312％の違いを生じた．その傾向はNOxの場合と

類似しているが，沖縄地域での相対的な増加が著しい．元

より，ガソリン自動車はSOxの排出量は10.6kgと極めて小

さく，地域によってはEVへの代替がSOx排出批の増加に

つながる可能性があることが示唆される． SOxについては

ガソリン自動車よりもデイーゼル自動車の方が極めて排出

量が高く，約5.6倍にも上る． したがって，デイーゼル車

からEVへの代替を考えた場合， 11%~64％の排出量に収

ロ

⑬

⑬

⑬

o

A

3

西
芯
m
就
唄

4
g
-屯
R
担
起
照
五

1e咀
丑
曲
潤
j
H

図7

ー←生涯co2
◇走行CO2

•生涯NOx —●—生涯SOx

△走行NO, o 走行SOx

ioa ゜ -̂^
•
一

i
o
 

g
 

-̂

゜
】^ a,  

釜
択
粧
環
llEi況
R
鉗
梃
緊
）
ゴ

S
哨
丑
曲
椴
斑
仁
製

6

4

2

0

3

 

1

1

1

1

0

 

~
 a-

全
国
平
均

東
京

0.6 
北
海
道

東
北

中
部

北
陸

関
西

中
国

四
国

九
州

沖
縄

深夜電力の利用による蓄電池充電と環境負荷量の関係

-50-



Vol. 22 No. 2 (2001) 

まる．

3.4蓄電池を用いた深夜電力の利用による負荷低滅

EVの充電に関して，深夜電力の利用は電力負荷の平準

化へ有効に機能することが報告されているが）0)，ここでは

深夜電力の利用による大気環境負荷の低減効果の観点から

検討した．充電形態はこれまでの仮定と同様とし，非ホー

ム充電における供給電力に深夜電力を用いるとする．すな

わち，現在，わが国の充電施設で行われているように充電

施設に蓄電池を設置し，深夜に蓄電された電力を日中に供

給する方法である．こうした場合，表 1に示したように蓄

電池の設置によりインフラ整備に伴う誘発環境負荷が大き

くなる．

蓄電池を利用した深夜電力利用の充電と通常の充電によ

る排出量の比を，走行段階（充電）およびライフサイクル

で比較した結果を，それぞれ図 7に示す．走行段階におけ

る排出量は夜間に石炭火力による発電割合が高くなる沖縄

地域以外では減少し，北陸，関西地域においては約80％に

低下する．また，他の環境負荷物質についても同程度の減

少が期待できる．

一方，ライフサイクルでの評価はインフラ整備，特に蓄

電池に関わる排出量が増加するため，走行段階における排

出巌の低下を相殺する地域もある．しかし，この結果はイ

ンフラの形態やインフラに関する負荷量をEV一台あたり

へ割り当てる方法に依存するため，結果の解釈にば慎重を

要する．割り当て方法は既報りに従ったが，この手法は十

分に検討する余地があると考えられる．

4. おわりに

本研究の結果， EVのライフサイクル環境負荷量は，充

電を行う地域の電源構成の差異によって有意な差が生ずる

ことがわかった． EVに限らず，ライフサイクルにおいて

電力消費による負荷贔が多い財は少なくない．こうした財

についてLCI分析を行い，その結果を利用して，何らかの

環境負荷低減策を講じる場合， LCI分析の結果が財の利用

地域によって変動することを考慮し，適切な対応を考える

必要がある．
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